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第三章 法人税法の特例 

第七節 特定の資産の買換えの場合等の課税の特例 

（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例） 

第三十九条の七 法第六十五条の七第一項に規定する政令で定めるときは、同項に規定す

る買換資産（以下この条において「買換資産」という。）の取得（建設及び製作を含

む。次項において同じ。）をした日を含む事業年度終了の日後に当該買換資産を適格合

併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配（以下この項において「適格合併等」と

いう。）により合併法人、分割承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法人（以下こ

の項において「合併法人等」という。）に移転する場合において、当該合併法人等が当

該取得をした日から一年以内に当該買換資産を当該適格合併等により移転を受ける法第

六十五条の七第一項の表の各号の下欄に規定する地域内にある事業の用（同表の第四号

の下欄に掲げる資産については、その移転を受ける事業の用）に供する見込みであると

きとする。 

２～５ （略） 

６ 法第六十五条の七第一項の表の第四号の上欄に規定する政令で定める期間は、次の各

号に掲げる船舶の区分に応じ当該各号に定める期間とし、同欄に規定する政令で定める

事業は、建設業及びひき船業とする。 

一 海洋運輸業（本邦の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間にお

いて船舶により人又は物の運送をする事業をいう。）の用に供されている船舶 二十年 

二 沿海運輸業（本邦の各港間において船舶により人又は物の運送をする事業をいう。）

の用に供されている船舶 二十三年 

三 建設業又はひき船業の用に供されている船舶 三十年 

７ 法第六十五条の七第一項の表の第四号の下欄に規定する政令で定めるものは、次に掲

げる船舶（その船舶に係る同項の譲渡をした資産に該当する船舶（第二号において「譲

渡船舶」という。）に係る事業と同一の事業の用に供されるものに限る。）とする。 

一 建造の後事業の用に供されたことのない船舶のうち環境への負荷の低減に資する船舶

として国土交通大臣が財務大臣と協議して指定するもの 

二 船舶で、その進水の日から取得の日までの期間が耐用年数（法人税法の規定により定

められている耐用年数をいう。）以下であり、かつ、その期間がその船舶に係る譲渡船

舶の進水の日から当該譲渡船舶の譲渡の日までの期間に満たないもののうち環境への負

荷の低減に資する船舶として国土交通大臣が財務大臣と協議して指定するもの（前号に

掲げるものを除く。） 

８～４４ （略） 



４５ 国土交通大臣は、第七項各号の規定により船舶を指定したときは、これを告示す

る。 

 

附 則 （令和五年三月三一日政令第一四五号） 抄 

（個人の譲渡所得の課税の特例に関する経過措置） 

第十条 新令第三十九条の七第六項各号及び第七項の規定は、法人が施行日以後に新法第

六十五条の七第一項の表の第四号の上欄に掲げる資産の譲渡をして、施行日以後に同号

の下欄に掲げる資産の取得（製作を含む。）をする場合の当該資産（法人が施行日前に締

結した契約に基づき施行日以後に取得をする新令第三十九条の七第六項第一号又は第三

号に掲げる船舶（以下この項において「経過船舶」という。）を除く。）及び当該資産に係

る新法第六十五条の八第一項又は第二項の特別勘定又は期中特別勘定について適用し、

法人が施行日前に旧法第六十五条の七第一項の表の第五号の上欄に掲げる資産の譲渡を

した場合における施行日前に取得（製作を含む。以下この項において同じ。）をした同号

の下欄に掲げる資産又は施行日以後に取得をする同欄に掲げる資産及びこれらの資産に

係る旧法第六十五条の八第一項又は第二項の特別勘定又は期中特別勘定並びに法人が施

行日以後に同号の上欄に掲げる資産の譲渡をする場合における施行日前に取得をした同

号の下欄に掲げる資産又は施行日以後に取得をする同欄に掲げる資産（経過船舶に限る。）

及び当該資産に係る同条第一項又は第二項の特別勘定又は期中特別勘定については、な

お従前の例による。 

２ 新令第三十九条の七第十項の規定は、法人が令和六年四月一日以後に取得（建設及び製

作を含む。以下この項において同じ。）をする新法第六十五条の七第一項の表の各号の下

欄に掲げる資産について適用し、法人が同日前に取得をした租税特別措置法第六十五条

の七第一項の表の各号の下欄に掲げる資産については、なお従前の例による。 

３ 施行日から令和六年三月三十一日までの間における新令第三十九条の七の規定の適用

については、同条第二項中「第一号」とあるのは「第二号」と、「とし、同欄に規定する

政令で定める事業所は、工場、作業場、研究所、営業所、倉庫その他これらに類する施設

（工場、作業場その他これらに類する施設が相当程度集積している区域として国土交通

大臣が指定する区域内にあるもの及び福利厚生施設を除く。）とし、同欄のハに規定する

政令で定める区域は、首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財

政上の特別措置に関する法律施行令別表に掲げる区域」とあるのは「（次項において「埋

立区域」という。）」と、同条第三項中「上欄」とあるのは「上欄のニ」とする。 

以上 


